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(57)【要約】
【課題】軽量化を達成できて、座屈や周方向に延在する
割れも起こりにくい円錐ころ軸受の外輪および円錐ころ
軸受を提供すること。
【解決手段】外輪２に、円錐軌道面３８を有する円錐筒
部３１と、円錐筒部３１の小径側の端部から略径方向に
延在する小径側延在部３２と、円錐筒部３１の大径側の
端部から径方向の外方側に延在する大径側延在部３２と
を形成する。小径側延在部３２および大径側延在部３３
の夫々の肉厚を、円錐筒部３１の肉厚よりも厚くする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一体の金属板からなり、
　上記金属板は、
　内周に円錐軌道面を有する円錐筒部と、
　上記円錐筒部の小径側の端部から上記円錐筒部の径方向に外側に向かって延在する小径
側延在部と、
　上記円錐筒部の大径側の端部から上記円錐筒部の軸心から離れる方向に延在する大径側
延在部と
を備え、
　上記小径側延在部および上記大径側延在部の夫々の肉厚は、上記円錐筒部の肉厚よりも
厚いことを特徴とする円錐ころ軸受の外輪。
【請求項２】
　請求項１に記載の円錐ころ軸受の外輪において、
　上記一体の金属板は、プレス成形されていることを特徴とする円錐ころ軸受の外輪。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の円錐ころ軸受の外輪において、
　上記大径側延在部は、上記軸心から離れるにしたがって上記小径側延在部から離れるよ
うに上記軸心に対して傾斜していることを特徴とする円錐ころ軸受の外輪。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一つに記載の外輪と、
　外周に円錐軌道面を有する内側軌道部材と、
　上記外輪の上記円錐軌道面と、上記内側軌道部材の上記円錐軌道面との間に配置された
円錐ころと
を備えることを特徴とする円錐ころ軸受。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、円錐ころ軸受の外輪および円錐ころ軸受に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、円錐ころ軸受としては、特開平１１－４８８０５号公報（特許文献１）に記載さ
れているものがある。この円錐ころ軸受は、ディファレンシャルギヤ装置のピニオン軸を
ディファレンシャル装置のハウジングに対して回転自在に支持している。
【０００３】
　上記円錐ころ軸受は、外輪、内輪および複数の円錐ころを備える。上記外輪の外周面は
、上記ハウジングの内周面に内嵌されて固定されている一方、上記内輪の内周面は、上記
ピニオン軸の外周面に外嵌されて固定されている。上記複数の円錐ころは、外輪の円錐軌
道面と、内輪の円錐軌道面との間に、保持器によって保持された状態で、互いに周方向に
間隔をおいて配置されている。上記円錐ころ軸受の外輪は、中実である。
【０００４】
　しかしながら、上記従来の円錐ころ軸受は、外輪が、中実であるため、軽量化すること
ができず、車両に使用した場合、その重量が大きい分に応じて運転コストが高くなり、ま
た、材料コストが高くなるという問題がある。
【０００５】
　また、上記円錐ころ軸受の外輪は、中実であるため、旋削量が大きく、旋削時間が長く
なって、製造コストが高くなるという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
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【特許文献１】特開平１１－４８８０５号公報（第１図）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで、本発明の課題は、軽量化を達成できて、運転コスト、材料コストおよび製造コ
ストを低減できる円錐ころ軸受の外輪および円錐ころ軸受を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するため、この発明の円錐ころ軸受の外輪は、
　一体の金属板からなり、
　上記金属板は、
　内周に円錐軌道面を有する円錐筒部と、
　上記円錐筒部の小径側の端部から上記円錐筒部の径方向に外側に向かって延在する小径
側延在部と、
　上記円錐筒部の大径側の端部から上記円錐筒部の軸心から離れる方向に延在する大径側
延在部と
を備え、
　上記小径側延在部および上記大径側延在部の夫々の肉厚は、上記円錐筒部の肉厚よりも
厚いことを特徴としている。
【０００９】
　尚、上記円錐筒部の肉厚とは、円錐筒部において、大径側延在部が延在するところの円
錐筒部の上記大径側の端部と、小径側延在部が延在するところの円錐筒部の上記小径側の
端部と、を除いた部分の肉厚をさし、円錐筒部の延在方向の両端部以外の部分の肉厚をさ
す。
【００１０】
　本発明によれば、外輪が金属の塊より格段に軽い一体の金属板からなるから、従来の中
実の外輪と比較して、質量が格段に小さくなる。したがって、本発明の外輪を、車両に使
用した場合、中実の外輪と比較して、重量が格段に軽くなって、運転コストが低くなり、
材料コストが低くなる。また、本発明によれば、外輪が一体の金属板からなるから、旋削
等を不要あるいは旋削量を少なくできて、製造コストが小さくなる。
【００１１】
　また、本発明によれば、一体の金属板からなって、ワンピースで外輪としての機能を果
たしているから、外輪を複数の部品で形成する場合と異なり、各部品の調整が必要なくて
、容易に組み付けでき、また、容易に取り扱うことができる。
【００１２】
　また、本発明によれば、上記円錐筒部の小径側の端部から円錐筒部の径方向に延在する
小径側延在部が存在するから、この小径側延在部を、ハウジング等の外輪取付部材の軸方
向の端面に当接させることができる。したがって、上記軸方向の端面から抗力を受けるこ
とができるから、アキシアル荷重を負荷することができる。
【００１３】
　また、本発明によれば、上記円錐筒部の肉厚よりも厚い肉厚を有する小径側延在部およ
び上記大径側延在部によって、径方向の剛性が大きいから、外輪が大きな径方向の荷重を
受けても、座屈することがない。
【００１４】
　本発明によれば、上記小径側延在部および上記大径側延在部の夫々の肉厚が、円錐筒部
の肉厚よりも厚いから、円錐ころの軸方向のエッジからの大きな力を、肉厚が厚い小径側
延在部および大径側延在部で受けることができて、円錐ころのエッジの部分に接触する箇
所の強度を大きくすることができる。したがって、円錐ころのエッジとの接触により、上
記エッジと接触する部分に、割れが発生することを効果的に抑制することができる。
【００１５】



(4) JP 2012-122500 A 2012.6.28

10

20

30

40

50

　また、一実施形態では、
　上記一体の金属板は、プレス成形されている。
【００１６】
　上記実施形態によれば、一体の金属板が、プレス成形されているから、外輪の製造コス
トを低減でき、量産性を向上させることができる。
【００１７】
　また、一実施形態では、
　上記大径側延在部は、上記軸心から離れるにしたがって上記小径側延在部から離れるよ
うに上記軸心に対して傾斜している。
【００１８】
　本発明によれば、軸方向の断面において、大径側延在部が、径方向の外方に行くにした
がって、径方向に対して軸方向の外方側に傾くようになっていて、円錐軌道面の法線方向
に対してより大きな角度をなす方向に延在しているから、円錐ころからの力を、大径側延
在部で、板バネ状の曲げ弾性により、より弾性的に受けることができる。したがって、円
錐ころからの振動をより効果的に吸収することができる。
【００１９】
　仮に、大径側延在部が、円錐軌道面の法線方向に延在しているとすると、円錐ころから
の振動を、吸収力に乏しい圧縮歪みで受けることになるから、上記振動を殆ど吸収できな
くなるのである。
【００２０】
　また、本発明の円錐ころ軸受は、
　本発明の外輪と、
　外周に円錐軌道面を有する内側軌道部材と、
　上記外輪の上記円錐軌道面と、上記内側軌道部材の上記円錐軌道面との間に配置された
円錐ころと
を備えることを特徴としている。
【００２１】
　本発明の円錐ころ軸受によれば、本発明の外輪を有しているから、従来と比較して、質
量が格段に小さくなる。したがって、軽量化、運転コストの低減、材料コストおよび製造
コストを低減できる。また、外輪の周方向の割れを効果的に防止できると共に、外輪の小
径側延在部および大径側延在部に座屈が起きることを効果的に抑制できる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、従来の円錐ころ軸受の外輪と比較して質量が格段に小さくなって、運
転コスト、材料コストおよび製造コストを低減でき、しかも、座屈、割れが発生しにくい
強度を有する円錐ころ軸受の外輪を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の一実施形態の円錐ころ軸受の軸方向の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明を図示の形態により詳細に説明する。
【００２５】
　図１は、本発明の一実施形態の円錐ころ軸受の軸方向の模式断面図である。
【００２６】
　この円錐ころ軸受は、内輪軌道部材としての内輪１、外輪２および複数の円錐ころ３を
備え、内輪１は、軸部材５の外周面に外嵌されて固定されている。上記内輪１は、円錐軌
道面２１、大鍔部２２および小鍔部２３を有している。上記大鍔部２２は、円錐軌道面２
１の大径側に位置する一方、小鍔部２３は、円錐軌道面２１の小径側に位置している。上
記軸部材５は、径方向に広がる段部２６を有している。上記内輪１の円錐軌道面２１の大
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径側の端面２５は、上記段部２６に当接している。
【００２７】
　上記外輪２は、一体ものの板金をプレス成形してなっている。ここで、板金の材料とし
ては、ＳＵＪ２等の塑性加工できる軸受鋼、塑性加工できる軸受鋼に浸炭窒化処理等の硬
化処理を施した鋼材、普通鋼ＳＰＣＣ等の塑性加工できる金属、Ｓ５５Ｃなどの炭素鋼、
ＳＣＭ４１５などのクロムモリブデン鋼、Ｎ２２ＣＢ,Ｎ３５ＣＢ（日新製綱規格）のよ
うなプレス性を考慮した材料等がある。
【００２８】
　上記外輪２は、円錐筒部３１と、小径側延在部３２と、大径側延在部３３とを有する。
【００２９】
　上記円錐筒部３１は、内周に円錐軌道面３８を有している。上記小径側延在部３２は、
円錐筒部３１の小径側の端部から円錐筒部３１の径方向に延在している一方、大径側延在
部３３は、円錐筒部３１の大径側の端部から円錐筒部３１の軸心から離れる方向に延在し
ている。詳しくは、上記大径側延在部３３は、上記軸心から離れるにしたがって小径側延
在部３２から離れるように上記軸心に対して傾斜している。換言すると、大径側延在部３
３は、円錐筒部３１の軸方向の断面において、径方向の外方側に行くにしたがって軸方向
の外方側に行くように、径方向に対して傾斜する方向に延在している。
【００３０】
　図１に示すように、上記小径側延在部３２の径方向の外方の端面３５は、円筒外周面に
なっており、大径側延在部３３の径方向の外方の端面３６も、円筒外周面になっている。
上記端面３５と端面３６とは、略同一の仮想円筒面上に位置している。上記小径側延在部
３２の端面３５の外径と、大径側延在部３３の端面３６の外径とは、略等しくなっている
。上記外輪２は、ハウジング９の内周面に内嵌されて固定されている。詳しくは、小径側
延在部３２の端面３５と、大径側延在部３３の端面３６とは、ハウジング９の内周面４０
に内嵌されて固定されている。
【００３１】
　上記小径側延在部３２および大径側延在部３３の夫々の肉厚は、円錐筒部３１の肉厚よ
りも厚くなっている。詳しくは、図１において、ａは、小径側延在部３２の肉厚、すなわ
ち、小径側延在部３２における小径側延在部３２の延在方向に垂直な方向の寸法を示し、
ｂは、大径側延在部３３の肉厚、すなわち、小径側延在部３３における小径側延在部３３
の延在方向に垂直な方向の寸法を示している。また、図１において、ｃは、円錐筒部３１
の肉厚、すなわち、円錐筒部３１において、大径側延在部３３が延在するところの円錐筒
部３１の大径側の端部と、小径側延在部３２が延在するところの円錐筒部３１の小径側の
端部とを除いた部分の肉厚を示し、円錐筒部３１の両端部以外の部分において、その部分
の延在方向に垂直な方向の寸法を示している。また、上記ａ、上記ｂおよび上記ｃは、と
もに、ｃｍ（センチメートル）を単位とした場合の大きさになっている。この実施形態で
は、ａと、ｂとは、略同じになっている。また、ａは、ｃの２倍以上３倍以下になってい
る。
【００３２】
　上記小径側延在部３２の軸方向の大径側延在部３３とは反対側の端面４６は、ハウジン
グ９の径方向に延在する段部４７に当接している。上記内輪１の円錐軌道面２１の軸方向
の外方の端面２５を、軸部材５の段部２６に当接すると共に、小径側延在部３２の端面４
６を、ハウジング９の段部４７に当接して、ハウジング９と、軸部材５で、円錐ころ軸受
を軸方向に挟み付けて、円錐ころ軸受に、所定の軸方向の予圧を生成するようにしている
。
【００３３】
　図１に示すように、上記複数の円錐ころ３は、内輪１の円錐軌道面２１と、外輪２の円
錐筒部３１の円錐軌道面３８との間に、保持器５０によって保持された状態で、周方向に
互いに間隔をおいて配置されている。
【００３４】
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　上記外輪２は、例えば、次のようにして製造するようになっている。
【００３５】
　先ず、金属製の平板に、プレス打ち抜き加工により貫通穴を空ける。次に、貫通穴を有
する平板を冷間のプレス加工により、塑性変形して、円錐筒部を形成する。続いて、冷間
のプレス加工により、上記円錐筒部の小径側を、塑性変形して、上記円錐筒部の小径側に
、径方向に延在する部分を形成すると共に、プレス加工によって、円錐筒部の大径側を塑
性変形して、上記円錐筒部の大径側に、径方向に延在する部分を形成する。次に、上記円
錐筒部の小径側および大径側の夫々に形成した上記径方向に延在する部分を、冷間のプレ
ス成形で、所定の形状に形づくる。
【００３６】
　詳しくは、上記円錐筒部の小径側に形成した上記径方向に延在する部分を、隙間がある
所定の金型に入れて、複数回塑性変形させて、その径方向に延在する部分を、上記金型の
隙間を満たす形状に形作る。このようにして、円錐筒部よりも肉厚が厚い所定の形状を有
する小径側延在部を形成する。また、同様に、上記円錐筒部の大径側に形成した上記径方
向に延在する部分を、隙間がある所定の金型に入れて、複数回塑性変形させて、その径方
向に延在する部分を、上記金型の隙間を満たす形状に形作る。このようにして、円錐筒部
よりも肉厚が厚い所定の形状の大径側延在部を形成する。
【００３７】
　最後に、研磨等の周知の仕上げ加工を行って、上記外輪２を形成する。尚、平板の金属
材料によっては、外輪の形状の生成後、浸炭、浸炭窒化、ずぶ焼入れ、高周波焼入れ、焼
戻し、および、これらの組み合わせ等の熱処理や、ショットピーニング等の硬化処理を行
うことが好ましい。
【００３８】
　上記実施形態の外輪２によれば、外輪２が金属の塊より格段に軽い一体の金属板からな
るから、従来の中実の外輪と比較して、質量が格段に小さくなる。具体的には、上記実施
形態の外輪２は、その外輪２と略同一の円錐軌道面を有する従来の中実の円錐ころ軸受の
外輪の４０％程度（４０％程度に限らないのは言うまでもない）の質量しかなくて、従来
の中実の外輪と比較して質量が急激に小さくなる。したがって、上記実施形態の外輪２を
、車両に使用した場合、従来の中実の外輪と比較して、重量が格段に軽くなって、運転コ
ストが低くなり、材料コストが低くなる。また、上記実施形態の外輪２によれば、外輪２
が一体の金属板からなるから、旋削等を不要あるいは旋削量を少なくできて、製造コスト
が小さくなる。
【００３９】
　また、上記実施形態の外輪２によれば、一体の板金からなって、ワンピースで外輪とし
ての機能を果たしているから、外輪を複数の部品で形成する場合と異なり、各部品の調整
が必要なくて、容易に組み付けでき、容易に取り扱うことができる。
【００４０】
　また、上記実施形態の外輪２によれば、円錐軌道面３８を有しているのが、軸方向に連
続して存在する円錐筒部３１であって、円錐ころ３の転動面の軸方向の略全域を、円錐筒
部３１で支えることができる。したがって、円錐ころ３が、円錐軌道面３８上を安定かつ
円滑に転動することができる。
【００４１】
　また、上記実施形態の外輪２によれば、円錐筒部３１の小径側の端部から円錐筒部３１
の略径方向に延在する小径側延在部３２が存在するから、この小径側延在部３２を、ハウ
ジング９の軸方向の段部４７に当接させることができる。したがって、ハウジング９の段
部４７から抗力を受けることができるから、アキシアル荷重を負荷することができる。
【００４２】
　また、上記実施形態の外輪２によれば、小径側延在部３２の径方向の外方の端面３５と
、大径側延在部３３の径方向の外方の端面３６とを、ハウジング９の内周面に内嵌して固
定することができる。したがって、軸方向に離間して位置する２箇所を、ハウジング９の
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内周面に固定することができるから、外輪２を安定かつ確実にハウジング９に固定するこ
とができる。
【００４３】
　また、上記実施形態の外輪２によれば、上記円錐筒部３１の肉厚よりも厚い肉厚を有す
る小径側延在部３２および大径側延在部３３によって、径方向の剛性が大きいから、外輪
２が大きな径方向の荷重を受けても、座屈することがない。
【００４４】
　また、上記実施形態の外輪２によれば、上記小径側延在部３２および大径側延在部３３
の夫々の肉厚が、円錐筒部３１の肉厚よりも厚いから、円錐ころ３の軸方向のエッジから
の力を、肉厚が厚い小径側延在部３２および大径側延在部３３で受けることができて、円
錐ころ３のエッジの部分に接触する箇所の強度を大きくすることができる。したがって、
上記円錐ころ３のエッジとの接触により、上記エッジと接触する外輪２の部分に、割れ（
例えば、周方向に延在する割れ等）が発生することを効果的に抑制することができる。
【００４５】
　また、上記実施形態の外輪２によれば、外輪２が、一体の金属板をプレス成形してなっ
ているから、製造コストを低減でき、量産性を向上させることができる。
【００４６】
　また、上記実施形態の外輪２によれば、軸方向の断面において、大径側延在部３３が、
径方向の外方に行くにしたがって、径方向に対して軸方向の外方側に傾くようになってい
て、外輪２の円錐軌道面３８の法線方向に対してより大きな角度をなす方向に延在してい
るから、円錐ころ３の転動面からの力を、大径側延在部３３で、板バネ状の曲げ弾性によ
り、より弾性的に受けることができる。したがって、上記円錐ころ３からの振動をより効
果的に吸収することができる。仮に、大径側延在部が、円錐軌道面の法線方向に延在して
いるとすると、円錐ころからの振動を、吸収力に乏しい圧縮歪みで受けることになるから
、円錐ころからの振動を殆ど吸収できなくなるのである。
【００４７】
　また、上記実施形態の円錐ころ軸受によれば、従来と比較して外輪２が軽量であるから
、従来と比較して、円錐ころ軸受の質量が格段に小さくなる。
【００４８】
　尚、上記実施形態の外輪２では、外輪２を、金属製の一体の板をプレス成形して形成し
たが、この発明では、外輪を、金属製の一体の板を、転造加工、鍛造加工等の他の塑性加
工を用いて形成しても良い。
【００４９】
　また、上記実施形態の外輪２では、平板状の金属板から外輪２を形成したが、この発明
では、継ぎ目のない筒状の金属体を塑性変形して、外輪を形成しても良く、また、電縫管
等の継ぎ目のある筒状の金属体を、塑性変形して、外輪を形成しても良い。
【００５０】
　また、上記実施形態の外輪２では、大径側延在部３３が、径方向の外方側に行くにした
がって、軸方向の外方側に行くように延在していた。しかし、この発明では、大径側延在
部は、略径方向に延在しても良く、また、径方向の外方側に行くにしたがって、軸方向の
内方側に行くように延在しても良い。
【００５１】
　また、上記実施形態の外輪２では、小径側延在部３２の肉厚が、大径側延在部３３の肉
厚と略同じであったが、この発明では、小径側延在部の肉厚は、大径側延在部の肉厚より
も薄くても良く、厚くても良い。
【００５２】
　また、上記実施形態の外輪２では、小径側延在部３２の肉厚は、円錐筒部３１の肉厚の
２倍以上３倍以下であったが、この発明では、小径側延在部の肉厚は、例えば、円錐筒部
の肉厚の１.５倍以上４倍以下等であっても良い。要は、この発明では、小径側延在部の
肉厚は、円錐筒部の肉厚よりも厚ければ良い。
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【００５３】
　また、上記実施形態の外輪２では、大径側延在部３３の肉厚は、円錐筒部３１の肉厚の
２倍以上３倍以下であったが、この発明では、大径側延在部の肉厚は、例えば、円錐筒部
の肉厚の１.５倍以上４倍以下等であっても良い。要は、この発明では、大径側延在部の
肉厚は、円錐筒部の肉厚よりも厚ければ良い。
【００５４】
　また、上記実施形態の外輪２では、小径側延在部３２の肉厚が、小径側延在部の延在方
向の略全域で略一定であり、大径側延在部３３の肉厚も、大径側延在部の延在方向の略全
域で略一定であった。しかしながら、この発明では、小径側延在部の肉厚は、小径側延在
部の延在方向の位置に依存して変動しても良く、また、大径側延在部の肉厚は、大径側延
在部の延在方向の位置に依存して変動しても良い。要は、この発明では、小径側延在部お
よび上記大径側延在部の夫々が、円錐筒部の肉厚よりも厚い厚肉部を一箇所でも有してい
れば良い。
【００５５】
　また、上記実施形態の円錐ころ軸受では、内側軌道部材が、内輪１であったが、この発
明では、内側軌道部材は、外周円錐軌道面を有する軸部材や中間輪であっても良い。
【００５６】
　また、本発明の外輪は、次のようにして、形成することもできる。
【００５７】
　先ず、金属製の円板状の平板に、冷間のプレス打ち抜き加工により貫通穴を空けて、小
径側延在部を形成する。続いて、冷間のプレス加工により、小径側延在部の径方向の内方
側を塑性変形して、小径側延在部の径方向の内方側に、径方向延在部から離れるにしたが
って、内径が大きくなる円錐筒部を形成する。その後、冷間のプレス加工によって、円錐
筒部の大径側を屈曲させると共に径方向に延在させて、大径側延在部を形成する。このよ
うにして、先ず、肉厚が、略等しい、小径側延在部、円錐筒部、大径側延在部を形成する
。その後、冷間のプレス加工により、円錐筒部を引き延ばすように塑性変形させて、小径
側延在部および大径側延在部の夫々の肉厚が、円錐筒部の肉厚よりも厚くなるようにする
。最後に、小径側延在部の径方向の外方側の端面および大径側延在部の径方向の外方側の
端面を、研磨等して、円筒外周面にする。このようにして、外輪を形成しても良い。
【００５８】
　尚、小径側延在部および大径側延在部の夫々の肉厚が、円錐筒部の肉厚よりも厚くなる
ようにする方法としては、肉厚が、略等しい、小径側延在部、円錐筒部、大径側延在部を
形成した後、小径側延在部および大径側延在部だけ誘導加熱等で、熱して、その後、小径
側延在部および大径側延在部を叩く等して、熱間で塑性変形させて、径側延在部および大
径側延在部の夫々の肉厚が、円錐筒部の肉厚よりも厚くなるようにしても良い。尚、冷間
で塑性変形させて外輪を形成する場合は、外輪の材料としてカーボンが少ない材料を使用
する方が好ましい。
【００５９】
　尚、実施形態およびその変形例の円錐ころ軸受の使用用途が限定されないことは言うま
でもない。また、実施形態およびその変形例の円錐ころ軸受は、円錐ころ軸受の外部の流
体（潤滑油や洗浄液等）が、円錐ころに接触しうる環境でも、円錐ころ軸受の外部の流体
が、円錐ころに接触しえない環境でも、いずれの場合でも使用されることができることも
言うまでもない。
【００６０】
　また、円錐軌道面の表面粗さの程度の表面粗さを有する金属板を原材として使用すると
、その金属板をプレス加工して外輪を生成した場合に、製品としての外輪の円錐軌道面の
軌道精度が得られることが確認されている。したがって、円錐軌道面の研磨等が、必ずし
も必要がないことが確認されている。したがって、本発明の外輪では、製造工数を格段に
低減することができる。
【符号の説明】
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【００６１】
　１　内輪
　２　外輪
　３　円錐ころ
　２１　内輪の円錐軌道面
　３１　円錐筒部
　３２　小径側延在部
　３３　大径側延在部
　３８　外輪の円錐軌道面

【図１】
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